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業務の適正を確保するための体制ならびにその運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制の概要

　当社は、2006年5月15日開催の取締役会において決議されました「内部統制に係わる基本方針」に基づ
き、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確
保するための体制（内部統制システム）を整備しております。この「内部統制に係わる基本方針」は、毎年、
取締役会において見直したうえで適宜改訂しており（最終改訂：2019年5月8日）、現在の「内部統制に係わ
る基本方針」の概要は以下のとおりであります。

１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(1) 「企業理念」等の制定とその周知徹底

　取締役会は、「企業理念」、「企業スローガン」、「経営理念」、「経営ビジョン」及び「行動指針」を
制定し、企業倫理・法令遵守等を当社のあらゆる企業活動の前提とすることを周知徹底する。
(2) CCO及びコンプライアンス委員会の設置

① CCO（コンプライアンス担当取締役）及びコンプライアンス委員会（委員長はCCO）を設置し、コンプ
ライアンスに対する取組みを全社横断的に統括させる。

② CCO及びコンプライアンス委員会は、法令遵守規則である「コンプライアンス規程」の策定・見直しと
周知徹底、コンプライアンス問題の把握・対応、コンプライアンス状況のモニター・レビュー及びコンプ
ライアンス研修等を継続的に実施し、コンプライアンス体制の充実に努める。

③ CCOは、毎事業年度終了後、当該事業年度におけるコンプライアンスの状況を取締役会に報告する。
(3) 内部通報制度の整備・運用

　役職員が法令違反等の疑義ある行為等を発見した場合、社内外に設置したホットラインを通じてCCOに
通報し、通報を受けたCCOは、その内容を調査して再発防止策を担当部署と協議のうえ決定し、全社にそ
の内容を周知徹底する。さらに、CCOに対する通報に加え、常勤監査役に通報できる制度を構築する。通
報を受けた常勤監査役はCCOに内容の調査を指示し、CCOは再発防止策を策定のうえ、全社に内容を周知
徹底させる。事案内容によっては、常勤監査役も調査に加わる。また、通報者が身分・処遇等の不利益を受
けないことを会社が保証する。
(4) 財務報告の適正性確保のための体制の整備

① 「経理規程」「原価計算規程」「固定資産管理規程」等の社内規程を整備するとともに、CFO（財務・
経理担当役員）を設置し、会計基準その他関連する諸法令を遵守し、財務報告の適正性を確保するための
体制の充実を図る。

② 財務報告に係わる内部統制の有効性については、「内部統制基本方針書」に基づき、内部監査室が評価
し、社長の承認を得たうえで、取締役会に報告する。

③ 「開示委員会」を設置し、開示の都度、開示内容を審査することにより、財務報告の適正性の確保及び有
価証券報告書等の品質向上に努める。

(5) 内部監査
　社長直轄の内部監査を担当する内部監査室を設置する。内部監査室は、「内部監査規程」に基づき業務全
般に関し、法令、定款及び社内規程等の遵守状況、職務執行の手続き及び内容の妥当性等につき、定期的に
内部監査を実施し、社長及び監査役に対し、その結果を報告する。

また、内部監査室は、内部監査により判明した指摘・提言事項の改善状況についても、フォローアップ監
査を実施する。

２．取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制
(1) 当社は、株主総会・取締役会議事録、稟議書、契約書等の職務執行に係わる重要な文書を、関連資料とと

もに、「文書管理規程」の定めるところに従い適切に保存・管理し、取締役及び監査役がいつでもこれを閲

－ 1 －
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覧できるよう、情報の保全・管理を行う。
(2) 人事総務部は、「文書管理規程」に基づく文書の保存・管理状況を定期的にモニタリングし、担当役員に

報告する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1) 当社は、「リスクマネジメント規程」に従い、リスク管理を行う。
(2) 環境、災害、品質、労務、情報セキュリティ、その他様々なリスクに係る管理については、基本的にそれ

ぞれの担当部署を担当する取締役又は執行役員が行い、また、新たに生じたリスクについては、速やかに対
応責任者となる取締役又は執行役員を定めることとする。
(3) CCO及びリスクマネジメント委員会は、各種リスクの把握・評価及び対応策の策定・実施等の日常のリ

スク管理を行うとともに、有事の際に予め定められた危機管理チームを立ち上げ、迅速かつ適切な情報伝達
と的確な対応ができるよう体制を整備する。
(4) 当社は、大地震等の大規模災害が発生した場合に事業継続を図るためのBCP（事業継続計画）を策定し、

防災対策や災害発生時における対応等について定める。
(5) CCOは、毎事業年度終了後、当該事業年度におけるリスクマネジメントの状況を取締役会に報告する。

４．取締役・使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1) 経営管理システム

① 取締役・社員が共有する全社的な目標を定め、目標達成に向け3事業年度を期間とする中期経営計画を策
定する。

② 取締役会は、中期経営計画を具体化するため、毎期、部署毎の業績目標と予算を設定する。設備投資、新
規事業については、原則として中期経営計画の目標達成への貢献を基準にし、その優先順位を決定する。
同時に、各部署への効率的な人的資源の配分を行う。

③ 取締役会は、経営計画を達成するため、具体的な施策及び権限委譲を含めた効率的な業務遂行体制を決定
する。

④ ＪＦコンパスシステム（京セラシステムの後継独立採算システム）を採用し、月次の業績はITを積極的に
活用した会計システムにより、月次で迅速に管理会計としてデータ化し、取締役会に報告する。

⑤ 取締役会は、毎月この結果をレビューし、担当役員に目標未達要因の分析、その要因を排除・低減する改
善策を報告させ、具体的施策を決定し、権限委譲を含めた効率的な業務遂行体制に改善する。また、必要
に応じて目標を修正する。

(2) 社内規程の整備
　適正かつ効率的な職務の執行を確保するため、「業務分掌規程」、「職務権限規程」等の社内規程を整備
し、各取締役の権限及び責任の明確化を図る。
(3) 適時・適切な開示体制の整備

　当社の企業理念、経営計画等につき投資家その他のステークホルダーの理解を得ることで、当社の事業が
効率的に運営できるよう、社内にIR担当の取締役をおき、適時情報開示を実施すると共に、IR説明会等への
サポートを実施する。社長は、率先して当社のスポークスマンを務める。

５．当社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(1) 子会社管理・報告体制

　経営企画部を子会社統括部署とし、子会社ごとに主管部署を定め、主管部署が子会社の経営管理・経営指
導を行う。また、子会社の経営上の重要事項については、子会社統括部署の事前承認を要する事項や報告を
要する事項を取り決める。
(2) 子会社の損失の危険に関する管理体制

　主管部署は、子会社の重要なリスク資産（与信・在庫・固定資産等）の状況を定期的に把握するととも
に、リスクの内容を含め子会社統括部署（経営企画部）へ報告する。

－ 2 －
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(3) 子会社の役職員の職務執行の効率性を確保する体制
　当社は、当社の管理部門やその他の組織の機能を活用し子会社の経営インフラの支援を行う。
(4) 子会社の役職員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保する体制

　子会社には当社より取締役及び監査役を派遣し、子会社の職務執行の監視・監督を行い、法令及び定款へ
の適合性をチェックする。また、当社のコンプライアンス規程を遵守させ、モニター・レビュー、内部監
査、内部統制評価の対象とする。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
(1) 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人は置かない。
　なお、監査役から要求があった場合には、検討する。
(2) 使用人の取締役からの独立性に関する事項

　当社は、監査役の補助者は置かないので、補助者の独立性に関する事項はない。

７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
　当社ならびに子会社の取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに
著しい損害を与える恐れのある事実、法令に違反する事実等を発見したときは、その内容を速やかに報告す
る。また、内部監査を担当する内部監査室長は、その実施状況を監査役に報告する。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　社長は、監査役会と定期的な会合を持ち、会社の経営方針や課題ならびにコーポレート・ガバナンスや内部
統制の状況について意見交換をする。また、内部監査を担当する内部監査室長は、監査役との間で、各事業年
度における内部監査計画を協議するとともに、定期的に会合を持ち、内部監査結果及び指摘・提言事項等につ
いて協議及び意見交換するなど、密接な情報交換及び連携を図る。
　監査役の職務の執行（研修等の参加を含む）に関して生じる費用については会社が負担する。

－ 3 －
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　内部統制システムの運用状況の概要は以下のとおりであります。

１． 企業統治・内部統制システム全般
　企業統治については、2015年12月11日開催の取締役会において制定した「コーポレート・ガバナンス基
本方針」に則り、コーポレートガバナンス・コードに積極的に対応しガバナンス体制の強化を図っています。
内部統制については、内部監査部門・経営企画部門が常勤監査役との連携を図り、モニター・レビュー、運用
状況の評価を行うとともに適宜、業務フローの見直しを実施いたしました。
　尚、2017年度より子会社・関連会社の連結を開始したことから、内部統制評価の範囲をグループ全体に拡
大しています。

２． コンプライアンス体制
　CCOを委員長とするコンプライアンス委員会を当事業年度は年４回、臨時コンプライアンス委員会３回開
催しました。2020年度は、コンプライアンス規程に沿って押印管理について年４回モニター・レビューを実
施しました。また、当事業年度のコンプライアンス研修においては、2020年10月20日から11月27日の期間
に、Eラーニングシステムを利用して行いました。受講者は、JF正社員、契約社員、派遣社員。研修内容は、
コンプライアンスの基本、ハラスメント、情報管理、個人情報管理、マイナンバー（個人番号）管理、内部通
報等、対象者数374人全員が受講しました。
　更に、社外通報窓口に寄せられた各種の問い合わせ事項についても、事実関係を精査のうえ、丁寧な対応に
努めました。

３． リスク管理体制
　CCOを委員長とするリスクマネジメント委員会を当事業年度は年４回、臨時リスクマネジメント委員会を
１回開催しました。当該事業年度のリスク対策シートのレビューを行い、その結果に基づきリスクアセスメン
トを実施し、翌事業年度のリスク対策シートを作成しております。コロナウイルス感染症蔓延による、外出の
制限、テレワーク推進、イベントの中止等による、消費マーケットの変容から、パッカー業の受注減少リスク
が発現しました。また、設備老朽化リスクとしての、茂原街道地下放流管漏水問題、環境リスクとしての騒音
問題、フロンガス漏洩問題などに対処致しました。2019年9月、10月の台風、大雨への対応は、すべて完了
いたしました。

４． 取締役の職務執行体制
　当社の取締役会は、常勤の取締役3名の他、社外取締役3名（内、１名は独立取締役）、社外監査役３名（内、
１名は独立監査役）にて構成され、「取締役会規程」の定めに従い、毎月１回以上開催（当事業年度は27回
（内、書面10回））開催）し、月次・四半期・年次決算や重要事項等の承認を行っております。
　また、取締役会の審議及び承認を効率的かつスピーディーに行うべく、事前に常務会（執行役員以上出席に
よる事前審議機関）にて複数回の事前審議を行っております。更に、常勤監査役を議長とする「社外役員連絡
協議会」では、取締役会に付議される重要事項の事前説明及び意見交換を行い、取締役会運営の効率化を図り
ました。

５． 監査役の職務執行体制
　当社の監査役会は、常勤監査役1名の他、2名の非常勤監査役で構成され、当事業年度は年８回開催いたし
ました。常勤監査役は、内部監査部門、会計監査人とのコミュニケーションを十分にとり、監査役会にてその
情報を共有しております。また、監査役会として、取締役・監査役の自己評価をベースに「取締役会の実効性
評価」を行い、取締役会にその結果を報告するとともに取締役会運営の改善提案を行いました。更に、監査役
会に会計監査人の参加を求め、会社の経営姿勢及び経営課題につき率直な意見の交換を行う等、会計監査人と
のコミュニケーションの向上に努めました。

　当社は、2021年3月期における整備・運用状況を評価の上、2021年5月21日開催の取締役会に報告しまし
たが、重要な不備は存在しないことを確認いたしました。

－ 4 －
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連結株主資本等変動計算書（2020年4月1日から2021年3月31日まで） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 628,800 272,400 6,702,700 △264,624 7,339,276

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △130,217 △130,217
親 会 社 株 主
に 帰 属 す る
当期純損失（△）

△498,144 △498,144

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △628,361 － △628,361

当 期 末 残 高 628,800 272,400 6,063,850 △264,624 6,700,426

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

為替換算調整勘定
退 職 給 付
に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 192,098 260,687 108,653 561,439 7,890,228

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △130,217
親 会 社 株 主 に
帰 属 す る
当期純損失（△）

△498,144

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 ) 48,841 12,882 △131,504 △69,780 △69,780

当 期 変 動 額 合 計 48,411 12,882 △131,504 △69,780 △698,142

当 期 末 残 高 240,939 273,569 △22,850 491,658 7,192,085

－ 5 －
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
 (1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　１社
主要な連結子会社の名称　　ＪＦウォーターサービス株式会社

 (2) 持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社数　２社
主要な会社名等の名称　　株式会社ウォーターネット、東洋飲料（常熟）有限公司

 (3) 連結子会社及び持分法適用会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日に一致しております。持分法適用会社のうち決算日が連結決算日と異な
る会社については、当該会社の事業年度末に係る計算書類を使用しております。

 (4) 会計方針に関する事項
a. 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券
・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。

・時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブ
　時価法を採用しております。

③　たな卸資産
・製品、商品、貯蔵品（製造消耗品等）

先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

・原材料、貯蔵品（液化天然ガス、重油、炭酸ガス、窒素、糊等）
月別移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）を採用しております。

－ 6 －
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b. 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウェア

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（主として５年）に基づく定
額法によっております。

・その他の無形固定資産
その他については、定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方
法と同一の基準によっております。

③　リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

c. 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び連結子会社は一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。なお、当連結会計年度においては、過去の貸倒実績及び回収不能と見込ま
れる債権残高がないため、計上しておりません。

②　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌期支払予定額のうち当連結会計年度に属する支給対象期
間に見合う金額を計上しております。

③　役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与に充てるため、当連結会計年度における支給見込額に見合う金額を計上して
おります。なお、当連結会計年度に係る役員賞与は支給しないため、当連結会計年度において役員賞与
引当金は計上しておりません。

④　災害損失引当金
災害により被災した資産の復旧等に要する支出に備えるため、その支出見込額を計上しております。

－ 7 －
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⑤　固定資産撤去費用引当金
固定資産の撤去工事に伴う費用の支出に備えるため、その支出見込額を計上しております。

 (5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
a. 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、発生年度の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額
法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（３年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお
ります。

b. 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取保険金」(前連結会計年度は
40,515千円)は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しており
ます。

（会計上の見積りの開示に関する会計基準の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年
度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載して
おります。
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３．重要な会計上の見積りに関する注記
（1)有形固定資産及び無形固定資産の評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額18,311,778千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グ
ループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可
能価額まで減額し減損損失として計上しております。
　減損損失の認識及び測定にあたり、その時点における合理的な情報等を基に将来キャッシュ・フローの見
積りを行っておりますが、事業計画や経営環境の悪化等により、その見積りの前提とした条件や仮定に変動
が生じ回収可能価額が減少した場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、固定資産の減損処理が必要
となる可能性があります。

（2)繰延税金資産
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額715,128千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っておりま
す。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生し
た課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資
産の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額　30,161,079千円

(2) 国庫補助金等による圧縮記帳額
国庫補助金による圧縮記帳額は以下のとおりであり、貸借対照表計上額は、この圧縮記帳額を控除してお
ります。

建物及び構築物 33,207千円

機械装置及び運搬具 738,718千円

合計 771,926千円

(3) 固定資産撤去費用引当金
　過年度において、固定資産に係る過去の増改築に関連し、一部是正（改善）を行いました。これに伴い、
将来の支出に備えるため、固定資産撤去費用引当金を計上しております。
　なお、当該是正（改善）については、当社の老朽化した建物の取り壊しなどを含めた総合的なスクラップ
＆ビルド計画に基づき段階的に実行することを予定しているため、支出の期間が長期に渡る見込みでありま
す。そのため、連結貸借対照表上は、固定負債に引当金を計上しております。

(4)財務制限条項
　当社は、取引銀行と長期借入金契約を締結しており、うち一部の契約には以下のとおり財務制限条項等が
付されております。これらの契約に基づく借入実行残高は次のとおりであります。

長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む） 3,700,000千円

・各年度の決算期の末日における単体及び連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直
前の決算期の末日または2020年３月に終了した決算期の末日における単体及び連結の貸借対照表におけ
る純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％の金額以上にそれぞれ維持する。

・各年度の決算期の単体及び連結の損益計算書における経常損益を２期連続して損失としない。
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５．連結損益計算書に関する注記
(1) 固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。

機械装置及び運搬具 99千円

工具、器具及び備品 0千円

合計 100千円

(2) 固定資産除却損の内容は以下のとおりであります。
建物及び構築物 2,067千円

機械装置及び運搬具 3,153千円

工具、器具及び備品 120千円

建設仮勘定 1,877千円

合計 7,218千円

(3) 減損損失
当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。
① 減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類 減損損失

千葉県長生郡長柄町 事業用資産
工具、器具及び備品
リース資産
ソフトウェア

4,990千円

② 資産のグルーピングの方法
　資産のグルーピングは、生産ライン単位又は各事業単位としております。
　また、遊休資産については、それぞれ個別物件をグルーピングの最小単位としております。
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③ 減損損失の認識に至った経緯
　当連結会計年度において、工具、器具及び備品、リース資産については、将来使用見込みがなくなった
ことから、当該資産について減損損失を計上しております。また、ソフトウェアについては、当初想定し
ていた用途での使用見込みがなくなったため、当該資産について減損損失を計上しております。

④ 回収可能価額の算定方法
　回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないことによ
り零と評価しております。

⑤ 減損損失の金額
　減損損失4,990千円は特別損失に計上しており、固定資産の種類ごとの内訳は次のとおりです。

工具、器具及び備品 2,216千円

リース資産 1,787千円

ソフトウェア 986千円

合計 4,990千円
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末株
式 数

普 通 株 式 5,100,000株 －株 －株 5,100,000株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末株
式 数

普 通 株 式 277,113株 －株 －株 277,113株

(3) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

（決議） 株 式 の 種 類 配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年６月29日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 81,989 17.00 2020年３月31日 2020年６月30日

2020年11月２日
取 締 役 会 普 通 株 式 48,228 10.00 2020年９月30日 2020年11月30日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当金の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議予定） 株 式 の 種
類

配当金の総額
（千円） 配 当 の 原 資 １ 株 当 た り

配 当 額 (円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年６月18日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 81,989 利益剰余金 17.00 2021年３月31日 2021年６月21日

(4) 新株予約権に関する事項
　　該当事項はありません。
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７．金融商品関係に関する注記
 (1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については銀行等金融機関によっ
ております。また、当社が利用するデリバティブは、後述するリスクを回避する目的でのみ利用するもの
であり、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ
れております。
営業債務である買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。
短期借入金につきましては、主に短期的な運転資金に係る資金調達であります。
長期借入金につきましては、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算
日後14年であります。また、主に固定金利での長期借り入れによる調達を行っております。リース債務
につきましては、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は決算日後10年であり
ます。リース債務はいずれも固定金利であり、金利の変動リスクに晒されていません。地震デリバティブ
取引につきましては、間接リスクである地震災害により企業活動が停止した期間における従業員への給与
債務の支払不能のリスクを回避する目的で利用しております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
a.　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理細則に従い、各担当部署及び管理部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング
し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や
軽減を図っております。
デリバティブ取引につきましては、信用リスクを軽減するため、取引相手先を信用度の高い損害保険会
社及び金融機関等に限定しております。

b.　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券につきましては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、信用リス
クや取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
デリバティブ取引の執行・管理につきましては、取引権限等を定めた社内規程に従い、定期的に残高や
時価等を把握し、管理しております。
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c.　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動
性の維持等により流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価につきましては、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ
れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条
件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

－ 15 －
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 (2) 金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につきましては、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）
２．参照）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

① 現金及び預金 883,644 883,644 －

② 電子記録債権 605,669 605,669 －

③ 売掛金 1,900,328 1,900,328 －

④ 未収還付法人税等 8,062 8,062 －

⑤ 未収消費税等 670,111 670,111 －

⑥ 投資有価証券
その他有価証券 431,746 431,746 －

資産計 4,499,563 4,499,563 －

① 買掛金 700,869 700,869 －

② 短期借入金 1,300,000 1,300,000 －

③ 未払金 1,578,671 1,578,671 －

④ 長期借入金
（１年以内返済予定を含む） 11,949,200 11,928,039 △21,160

⑤ リース債務
（１年以内返済予定を含む） 452,401 598,322 145,921

負債計 15,981,142 16,105,903 124,760

デリバティブ取引 － － －

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

－ 16 －
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資　産
① 現金及び預金、② 電子記録債権、③ 売掛金、④ 未収還付法人税等、⑤ 未収消費税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。

⑥ 投資有価証券
　これらの時価につきましては、株式は取引所の価格によっております。

負　債
① 買掛金、② 短期借入金、③ 未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。

④ 長期借入金
　長期借入金の時価につきましては、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しております。

⑤ リース債務
　リース債務につきましては、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引
　当社が取引する地震デリバティブは、商品の性格上時価評価額の算定は行っておりません。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

貸借対照表計上額

投資有価証券

非上場株式 840,750

合　　計 840,750

　これらにつきましては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載には
含めておりません。

－ 17 －
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（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内

現金及び預金 883,644

電子記録債権 605,669

売掛金 1,900,328

未収還付法人税等 8,062

未収消費税等 670,111

合　　計 4,067,817

（注）４．借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 1,300,000 － － － － －

長期借入金 1,316,818 1,922,096 1,288,956 1,213,956 1,053,456 5,153,918

リース債務 68,885 72,728 74,434 79,611 67,082 89,659

合　計 2,685,703 1,994,824 1,363,390 1,293,567 1,120,538 5,243,577

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,491円24銭
(2) １株当たり当期純損失 △103円29銭

－ 18 －
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９．退職給付関係に関する注記
 (1) 採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度を採用しております。
確定給付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給します。
また、当社は複数事業主制度の企業年金基金制度に加入しておりますが、当社の拠出に対応する年金資産の
額を合理的に計算することができないため、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

 (2) 確定給付制度
① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 1,221,276千円

勤務費用 80,071千円

利息費用 4,412千円

数理計算上の差異の発生額 170,759千円

退職給付の支払額 △10,950千円

退職給付債務の期末残高 1,465,569千円

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 1,233,696千円

期待運用収益 23,440千円

数理計算上の差異の発生額 50,952千円

事業主からの拠出額 65,775千円

退職給付の支払額 △10,950千円

年金資産の期末残高 1,362,914千円

－ 19 －
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③ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に
係る資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 1,465,569千円

年金資産 △1,362,914千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 102,655千円

退職給付に係る負債 102,655千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 102,655千円

④ 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 80,071千円

利息費用 4,412千円

期待運用収益 △23,440千円

数理計算上の差異の費用処理額 △67,841千円

確定給付制度に係る退職給付費用 △6,798千円

⑤ 退職給付に係る調整額
　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

数理計算上の差異 △187,649千円

合　計 △187,649千円

⑥ 退職給付に係る調整累計額
　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識数理計算上の差異 △32,606千円

合　計 △32,606千円

－ 20 －

連結注記表



2021/05/25 16:32:46 / 20700937_ジャパンフーズ株式会社_招集通知（Ｆ）

⑦ 年金資産に関する事項
a.　年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

一般勘定 46％

債券 19％

株式 16％

その他 19％

合　計 100％

b.　長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成
する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.4％

長期期待運用収益率 1.9％

　当連結会計年度の期首時点の計算において適用した割引率は0.3％でありましたが、期末時点において割
引率の再検討を行った結果、割引率の変更により退職給付債務の額に重要な影響を及ぼすと判断し、割引率
を0.4％に変更しております。

－ 21 －
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 (3) 複数事業主制度
確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の企業年金基金制度への要拠出額は、当連結会計年度
31,826千円でありました。

① 複数事業主制度の直近の積立状況（2020年３月31日現在）

年金資産の額 30,856,494千円

年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額 37,284,546千円

差引額 △6,428,051千円

② 複数事業主制度の掛金に占める当社の割合
（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）　　　　　1.17％

③ 補足説明
上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（当連結会計年度10,274,564千円）、
別途積立金（当連結会計年度3,846,512千円）であります。当基金における過去勤務債務の償却方法は、期
間13年０ヶ月（2020年３月31日現在）の元利均等償却であります。

10．資産除去債務に関する注記
　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
(1) 当該資産除去債務の概要

製造ライン施設用地、来客兼社員駐車場の土地賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を６年～30年と見積り、割引率は使用見込期間に対応した国債金利△0.28％～0.83％を使用
して資産除去債務の金額を計算しております。

－ 22 －
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(3) 当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 645,662千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －千円

時の経過による調整額 4,187千円

資産除去債務の履行による減少額 －千円

その他増減額（△は減少） －千円

期末残高 649,850千円

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 23 －
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株主資本等変動計算書（2020年4月1日から2021年3月31日まで） （単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合　　　計別途積立金 繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 628,800 272,400 272,400 103,400 6,600,000 488,995 7,192,395 △264,624 7,828,971

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △130,217 △130,217 △130,217

当期純損失（△） △724,083 △724,083 △724,083

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △854,301 △854,301 － △854,301

当 期 末 残 高 628,800 272,400 272,400 103,400 6,600,000 △365,305 6,338,094 △264,624 6,974,669

評価・換算差額等
純 資 産

合 計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 192,098 192,098 8,021,069

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △130,217

当期純損失（△） △724,083
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 ) 48,841 48,841 48,841

当 期 変 動 額 合 計 48,841 48,841 △805,460

当 期 末 残 高 240,939 240,939 7,215,609

－ 24 －

株主資本等変動計算書



2021/05/25 16:32:46 / 20700937_ジャパンフーズ株式会社_招集通知（Ｆ）

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券
・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却
原価は、移動平均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法を採用しております。

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法
・製品・商品・貯蔵品（製造消耗品等）

先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）を採用しております。

・原材料、貯蔵品（液化天然ガス、重油、炭酸ガス、窒素、糊等）
月別移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま
す。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウェア

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（主として５年）に
基づく定額法によっております。

・その他の無形固定資産
定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。

－ 25 －
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③　リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。なお、当事業年度においては、過去の貸倒実績及び回収不能と見込まれる債権残高
がないため、計上しておりません。

②　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌期支払予定額のうち当事業年度に属する支給
対象期間に見合う金額を計上しております。

③　役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度における支給見込額に見合う金額を計
上しております。なお、当事業年度に係る役員賞与は支給しないため、当事業年度において
役員賞与引当金は計上しておりません。

④　災害損失引当金
災害により被災した資産の復旧等に要する支出に備えるため、その支出見込額を計上してお
ります。

⑤　固定資産撤去費用引当金
固定資産の撤去工事に伴う費用の支出に備えるため、その支出見込額を計上しております。

－ 26 －

個別注記表



2021/05/25 16:32:46 / 20700937_ジャパンフーズ株式会社_招集通知（Ｆ）

⑥　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法
  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
  過去勤務費用については、発生年度の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）

による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異については、各事業年度の
発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法により
按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
(1) 前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「受取賃貸料」

（前事業年度は5,749千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記するこ
ととしております。

(2) 前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取保険金」(前事業年度は
39,673千円)は、重要性が乏しいため、当事業年度より「その他」に含めて表示しておりま
す。

（会計上の見積りの開示に関する会計基準の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当
事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を
記載しております。
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３．重要な会計上の見積りに関する注記
（1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額18,311,778千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
 　連結注記表に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

（2) 繰延税金資産
① 当事業年度の計算書類に計上した金額705,372千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
 　連結注記表に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

４．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 30,153,146千円

(2) 関係会社に対する金銭債権・債務
①　短期金銭債権 10,427千円
②　短期金銭債務 4,616千円

(3) 圧縮記帳額
国庫補助金の受入れによる圧縮記帳額は以下のとおりであり、貸借対照表計上額は、この圧縮記
帳額を控除しております。

建物（うち、建物附属設備） 33,207千円
機械及び装置 738,718千円

合計 771,926千円

(4) 固定資産撤去費用引当金
　過年度において、固定資産に係る過去の増改築に関し、一部是正（改善）を行うことになりま
した。これに伴い、将来の支出に備えるため、固定資産撤去費用引当金を計上しております。
　なお、当該是正（改善）については、当社の老朽化した建物の取り壊しなどを含めた総合的な
スクラップ＆ビルド計画に基づき段階的に実行することを予定しているため、支出の期間が長期
に渡る見込みであります。そのため、貸借対照表上は、固定負債に引当金を計上しております。
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５．損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高

①　売上高 64,122千円
②　仕入高 6,075千円
③　その他の営業取引 71,040千円
④　営業取引以外の取引 12,829千円

(2) 固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。
機械及び装置 99千円
工具、器具及び備品 0千円

合計 100千円

(3) 固定資産除却損の内容は以下のとおりであります。
建物 2,066千円
構築物 0千円

機械及び装置 3,153千円
工具、器具及び備品 120千円
建設仮勘定 1,877千円

合計 7,218千円
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(4) 減損損失
当事業年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。
① 減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類 減損損失

千葉県長生郡長柄町 事業用資産
リース資産
ソフトウェア 2,774千円

② 資産のグルーピングの方法
　資産のグルーピングは、生産ライン単位又は各事業単位としております。
　また、遊休資産については、それぞれ個別物件をグルーピングの最小単位としております。

③ 減損損失の認識に至った経緯
　当事業年度において、リース資産については、将来使用見込みがなくなったことから、当該資
産について減損損失を計上しております。また、ソフトウェアについては、当初想定していた用
途での使用見込みがなくなったため、当該資産について減損損失を計上しております。

④ 回収可能価額の算定方法
　回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないこ
とにより零と評価しております。

⑤ 減損損失の金額
　 減損損失2,774千円は特別損失に計上しており、固定資産の種類ごとの内訳は次のとおりで
す。

リース資産 1,787千円
ソフトウェア 986千円

合計 2,774千円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項
株 式 の 種 類 当 事 業 年 度

期 首 株 式 数
当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
期 末 株 式 数

普 通 株 式 277,113株 －株 －株 277,113株

７．税効果会計に関する注記
   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （単位：千円）
未払社会保険料 3,476
関係会社株式評価損 113,906
減価償却超過額 274,347
賞与引当金 21,721
固定資産除却損 12,681
減損損失 87,096
退職給付引当金 20,958
資産除去債務 194,435
固定資産撤去費用引当金 248,695
繰越欠損金 270,419
その他 25,981

繰延税金資産小計 1,273,719
評価性引当額 △297,276

繰延税金資産合計 976,443
繰延税金負債

未収事業税 △1,279
その他有価証券評価差額金 △102,867
資産除去債務に対応する除去費用 △166,923

繰延税金負債合計 △271,070
繰延税金資産の純額 705,372
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８．関連当事者との取引に関する注記
(1) 兄弟会社等

種類 会社等の
名称 所在地 資本金

（千円）
事業の
内容

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

その他の関係
会社の子会社

伊藤忠オリ
コ保険サー
ビス㈱

東京都 100,000 保険代理店 －
各種損害保
険・企業包
括保険の契
約締結

保 険 料
の支払 137,655

前 払 費
用 及 び
長 期 前
払費用

207,005

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
価格その他の取引条件は、市場実勢価格を提示し価格交渉の上で決定しております。

(2) 重要な関連会社に関する注記
当事業年度において、重要な関連会社は東洋飲料（常熟）有限公司であり、その要約財務情報は以下のと
おりであります。なお、上記関連会社の決算日（12月31日）は、当社決算日と一致しておりません。

流動資産合計 1,558,873千円
固定資産合計 5,183,402千円

流動負債合計 1,059,268千円
固定負債合計 2,935,918千円

純資産合計 2,747,088千円

売上高 4,008,113千円
税引前当期純利益 699,500千円
当期純利益 855,037千円

９．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,496円12銭
(2) １株当たり当期純損失（△） △150円13銭

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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